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公明党の佐野弘仁です。一般質問を行います。 

2015 年 2 期目の出馬時に、公約ローカル・マニフェスト（LM）

として①若者政策、②高齢者福祉政策、③教育政策を掲げ

ましたが、今回はその中で「高齢者福祉の向上に資する、  

３点の質問」を始めに行わせて頂きます。 

日本は少子高齢化という社会問題を抱えており、世界で

最も高齢化が進んだ「高齢先進国」と言われております。 

2013 年、「地域包括ケアシステム」は「社会保障改革プロ

グラム法」により、政策として推進される取り組みに定め

られました。同法では 2014 年度から 2017 年度に行う「医

療」「介護」など制度改革のスケジュールや実施時期などを

定めています。さらに 2018 年度から 2023 年度には、団塊

世代が後期高齢者となる2025年度以降を見据えた体制の最

終整備がなされることになっています。 

「甲府市高齢者福祉計画」を参照すると。甲府市も全国

同様に 65歳以上の高齢者増減推計として大幅な増加は見ら

れないものの今後も緩やかに増加し続け、2025 年 34,155

人の後期高齢者数推計は 2020 年 30,435 人から 3,720 人に
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増加するものと推計されています。国は、この問題の解決

策として「地域包括ケアシステム」の完全実施で、地域の

実情に合わせ更なるシステムの強化を推奨しています。 

これは各地域に最適に沿う形で、住民が住み慣れた街で、

自分らしい暮らしを人生の最後まで続けられる、働ける人

には働ける環境を提供する社会システムとして目指してい

ることであるものだと考えます。 

そして基礎自治体政策としての本市具体策は、2016 年初

年度から、今期当局より提示された第六次甲府市総合計画 

第 3次実施計画となり、本 2018年度が 3ヶ年スタートの年、

地域包括ケア体制の深化・推進を掲げスタートされている

事を承知しております。 

「地域包括ケアシステムの構築」につきましては、私も

2015 年のローカル・マニフェストのなかで達成すべき政策

目標として「甲府市版 地域包括ケアシステムの構築」を、

高齢者福祉政策の中心として掲げましたが、本市でも今 

第 3 次実施計画記載で「甲府スタイルの地域包括ケア体制

の構築」と同じく明確に掲げられたことは目指すべき「政
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策の方向性」が一致し、意を同じくする事は心強く思いま

す。 

また広義の政策での「施策の方向性」としても、この 2015

年のローカル・マニフェストのなかで、「生活に関わる買物

難民化、地域医療、日常の見守り、認知症介護、介護支援

など、現場からの意見を良く取り入れた形での細やかな 

（体制）構築を行う。高齢者が住み慣れた街で何時までも、

元気で歳を重ねて暮らしていけることを可能とできる様に、

しっかりとした運用を急ぐ」と制度についてマニフェスト

でも実施項目として掲げさせて頂きました。 

今回は一般質問でありますので、大きな括りの「甲府市

版 地域包括ケアシステム構築」を政策提言で、高齢者福祉

の「事務事業の方向性」として特に細かく特化し、 

1、現場からの意見を取り入れる庁内体制構築について。 

2、介護予防の観点で必要な支援について。 

3、認知症対策の取り組み内容の周知について。 

それぞれ質問させていただきますので宜しくお願い致し

ます。  
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「1、現場からの意見を取り入れる庁内体制構築について」 

いま市民の多くが望む甲府市版地域包括ケア体制の構築

の強化すべき点、深化の方向性として見えてきた点は、H28

年 10 月にパブコメが集計され提出された、甲府市市民実感

度調査報告書に記載されている「高齢者が健やかにいきい

きと暮らすことができる環境が整っているか？」との市民

ニーズに応えることだと考えます。調査結果は 2.37 で平均

値を下回っており、実感が出来ているか？との問いに対し、 

42 項目中でも 22 位でありました。自由意見「高齢者福祉の

充実」のなかには「高齢者が安心して暮らすことの出来る

支援をお願いしたい」との記載もありました。 

次年度に出された第六次甲府市総合計画 H29 年度施策評

価では「高齢者が健やかにいきいきと暮らすことができる

環境が整っているか」という問いに「整っていない、そう

思わない」と感じる市民は 12.1％で H28 年度から 1％減「整

っている、そう思う」は H28 年度から微増の 7.4％で 1％の

増ですが良い変化点が表れ始めていることを確認しました。 

今後の事業展開として当局も「予防事業と支援体制の 
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充実を両輪として、なお一層の地域包括ケア体制構築に 

向けて事業を実施していく」と表明され、ご努力されてい

る事を承知しております。何れにせよこの支援体制ができ

ることが市民の望む改善すべき点、方向性だと考えます。 

これらの調査結果から更なる地域包括ケア支援体制構築

に向け、課題解決には現状発生している問題点の解析と、

問題点への対策にむけ庁内体制を構築することが必要とな

ります。このためには各地域包括支援センターで実施され

ている、各地域ケア会議、高齢者支援地域推進会議の中か

ら抽出、顕在化した潜在ニーズを市全体の共通認識とし、

一つ一つ対策を実施、解決することが重要だと考えます。 

そこで質問します。地域だけで解決が難しい案件は早期

に全庁的に施策化を行うことが出来るよう、庁内連携が密

に執れる庁内連絡会議を定例で開催すべきだと考えますが、

当局の御所見をお示し下さい。   
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「高齢者支援のための庁内体制について」 

〇 答弁者 相良 治彦 福祉保健部部長 

本市におきましては、国を上回る速さで高齢化が進行し

ていることから、地域課題の把握と解決を図る仕組みを整

備した地域づくりを推進し、支援が必要な方を身近な地域

で支える「地域包括ケア体制」を充実していく必要があり

ます。 

こうしたことから、本年 3 月に新たに策定した「甲府市

高齢者支援計画」の計画目標の一つに、「住み慣れた地域で

安心して暮らせる環境をつくる」を掲げ、この目標を達成

するための施策として「地域包括ケア体制の深化・推進」

を設定したところです。 

また地域や関係者の取組みと併せ、地域におけるケア会

議などから出された課題を中心として、高齢者の生活を支

援する関係部署が連携して、問題解決や施策化を検討する

ため、「高齢者支援庁内連絡会議」を開催しています。 

この庁内会議では、関係職員が地域包括ケア体制につい

て理解を深めた上で、現状と課題を共有し、今後の施策に
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ついても情報交換を行っていますので、「住み慣れた地域で

安心して暮らせる環境をつくる」ためにも、個の庁内会議

の役割は重要であると認識しているところです。 

こうした中で、本年度からは、個の庁内会議を健康増進

課の所管にしましたので、今後は地区担当の保健師と地域

包括支援センターとの更なる連携の強化が図られ、「地域ケ

ア会議」や「高齢者支援地域推進会議」からの課題を早期

に把握しながら、必要に応じて「高齢者支援庁内会議」を

開催することによって、関係部署と連携を図る中で、住民

の声も参考にしながら課題の解決に向けた取組みを行って

いきたいと考えています。 

 

〇再登壇により要望 佐野 弘仁 

ご答弁ありがとうございました。 

庁内会議は今後、健康増進課所管で課題を早期に把握し

ながら必要に応じ開催されるとのご答弁でした。 

従来実施の庁内会議は、H26 年 3 月策定の連絡会議設置

要綱に地域包括支援課で「連絡会議は随時開催」するとの
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記載でした。 

本市の地域ケア会議 5 つの機能では潜在ニーズの顕在化

を掲げられ、各地域包括支援センター等の日々多くの情報

の中から重要なものを政策、施策に引き上げていくための

位置づけの会議だと思っています。以前に地域の困りごと

相談を地域包括でさせて頂いた折りの忙しさを見、その後

何カ所かで調査させて頂きましたが、施策に持ち上げるべ

き内容は有るものだと考えています。 

この件は今年 3 月に行われた運営協議会でも委員さんか

らのご指摘で議題に挙がり、29 年度では、年 1 回での連絡

協議会が実施された記載も確認しましたが、現場での相談

件数の数量や、頻度からして、この回数で随時だったのだ

ろうかと率直に思いました。 

今回の質問では「定例で」と提案させて頂きましたが、

現場の生の声を良く聴く事ができる会議として、随時から

必要に応じに変わった事ですので、必ず応じて細かく開催

して頂く様、強く要望させて頂きたいと思います。 

 


